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１　目的
宝塚市（以下「本市」という。）では、教職員及び児童生徒が安全かつ快適にICTを活用できる環境を整備するため、学校等に無線LANアクセスポイント（以下「AP」という。）、ネットワークスイッチ、ルーター等の教育情報ネットワーク機器を整備し、管理・運用しています。
これらの機器の更新時期を迎えるにあたり、既にLAN配線が整備されているもののAPが設置されていない360教室への新たなAP設置及び40台の予備機の確保を予定しており、既存環境に加えて400台のAPを追加することを計画しています。併せて、必要な通信性能及び品質を確保しながら、全体の更新費用を抑える方法を検討しています。なお、今回更新する機器類については、導入後7年以上の利用を想定しています。
また、本市では、機器更新に合わせて現行のネットワーク構成そのものを見直すことについても検討しています。現在運用しているネットワーク構成は、GIGAスクール構想導入時に整備したものですが、その後、校務システム関連のオンプレミス環境からクラウド環境への移行、校務環境のゼロトラスト化、ネットワークのローカルブレイクアウト化、GIGA端末のWindowsからChromebookへの移行等により、ネットワークの利用環境が変化しています。
一方で、学校図書館システム等の一部システムはオンプレミス環境として残っており、また、職員室等に設置しているプリンタについても、セキュアな利用環境を確保する必要があります。
このような状況を踏まえ、現在の利用環境に照らし、必要な機能及びセキュリティを維持しながら、不要又は過剰なものを整理するなど、ネットワーク構成そのものを見直す余地があると考えています。特に、本市では、限られた予算の中で４００台のAPを追加する必要があることから、近年の技術動向や製品機能の進展を踏まえ、機器構成やネットワーク構成、運用方法等を工夫することにより、必要な性能及びセキュリティを確保しながら、本事業を実現したいと考えています。
以上のことから、教育情報ネットワーク機器の更新にあたり、専門的な知見、最新の技術動向、機器構成、運用方法及び概算費用等に関する情報を広く収集し、今後の仕様策定及び予算確保のための基礎資料として活用することを目的とします。


２　情報提供を求める事項
本情報提供依頼（以下「RFI」という。）では、教育情報ネットワーク機器の更新にあたり、以下の事項について、具体的な情報、技術的提案及び概算費用の提案を求めます。
情報提供にあたっては、（A）及び（B）のいずれか一方、又は両方について情報提供してください。

（A）　現行ネットワーク構成を基本とした機器更新案
（１）　ネットワーク構成
現行のネットワーク構成を基本として、機器の更新及びAPの増設を行う場合の構成について提案してください。
学校という環境において、１教室４０名程度の児童生徒及び教職員が一斉に端末を使用する授業を想定し、通信の偏りや遅延を抑え、安定した接続を実現するために有効な機器構成、機能及び技術について提案してください。
また、AP、ネットワークスイッチ、ルーター等を含め、ネットワーク全体として通信性能及び安定性を確保するための構成について提案してください。
現行構成の概要については、別紙１「現行ネットワーク構成図」を参照してください。

（２）　機器更新
今回の更新対象は、既存のAP、ネットワークスイッチ、ルーター等関連機器及び増設する約４００台のAPを基本とします。
追加予定のAP400台のうち、360台は各校への設置分とし、40台は故障時の代替用予備機として教育総合センターで保管することを想定しています。

（３）　クラウド型統合管理及び運用管理
各対象施設に設置するAP、ネットワークスイッチ、ルーター等について、物理サーバーを設置しないクラウド型の管理基盤を前提として、機器を一元的に管理・監視するための手法及び機能等について提案してください。
また、本市におけるネットワーク機器の管理・運用の効率化や負担軽減につながる機能等について、提案してください。
さらに、ネットワーク障害発生時において、授業及び校務への影響を最小限に抑えるため、迅速な復旧対応体制及び復旧プロセス（対応フロー、連絡体制、エスカレーションルート等）について提案してください。
あわせて、ネットワーク機器やOS等に関する脆弱性情報の収集方法、リスク評価の方法、脆弱性の検知からパッチ適用・ファームウェア更新までの対応プロセス及び運用体制について提案してください。

（４）　機能・保守体制・費用のバランス
更新後のAPについては、機器故障時に保守修理するのではなく、あらかじめ準備した予備機への交換により早期復旧を図る運用を想定しています。APの故障時には、教育総合センターに保管する予備機への設定反映、現地での交換作業、故障機の回収及び教育総合センターへの搬送を行うものとし、これらに必要な費用を含めて提案してください。
また、APの予備機運用について、適切な予備機台数、保管場所、故障時の交換手順、設定反映方法、交換作業の実施主体等を含め、本市にとって効果的かつ効率的な運用方法があれば提案してください。
なお、AP以外のネットワーク機器については、保守契約による障害対応を基本とし、障害発生の連絡後２時間以内に対応へ着手し、1営業日以内の復旧完了を目標とした保守体制としてください。
これらの方針を前提として、学校における授業及び校務の継続性を確保しながら、導入・運用費用を抑制できる費用対効果の高い機器構成及び保守体制について提案してください。

（５）　セキュリティ及びサプライチェーン・リスク対策
学校におけるネットワーク機器のセキュリティ対策について、必要と考えられる対策及び機能を提案してください。
また、サプライチェーン・リスク対策に関連して、提案する機器の経済産業省「JC-STAR」制度への対応状況及び今後の対応予定について提案してください。
令和９年度（2027年度）の調達を見据え、JC-STARについて本市が考慮すべき事項、求めるべき水準等があれば、その理由と併せて提案してください。

（６）　導入及び展開に要する期間
契約締結後から、機器の調達、納入、設置工事、既存機器の撤去、利用開始に至るまでの標準的な導入期間及び必要な作業内容について提案してください。
また、本市では、原則として令和９年７月下旬から８月下旬までの夏季休業期間を中心に機器の入替作業を実施することを想定しています。
ただし、夏季休業期間中に施設工事等が予定されている学校については、工事の実施状況等により、本更新に係る事業者の立入りができない場合があります。
このため、夏季休業期間に実施できない学校については、冬季休業期間を含め、令和１０年１月までの期間において順次機器の入替を行うことを想定しています。
このような条件を踏まえ、推奨する導入工程、施工体制及び必要期間についても提案してください。

（７）　導入実績
提案するAP、ネットワークスイッチ、ルーター等について、本市と同程度の規模の自治体における導入実績を提案してください。
導入実績については、様式３「導入実績調査書」に沿って回答してください。


（B）　ネットワーク構成を見直した上での機器更新案
（１）　ネットワーク構成
既設の光ケーブル及びLAN配線を活用することを前提として、現在の利用環境に照らし、現行構成において不要又は過剰となっている機器、機能又は構成の整理を含めたネットワーク構成について提案してください。
その際、ネットワーク構成の見直しに伴い、必要となる機器の種類や数量が現行構成から変更となる場合は、変更後の機器構成、数量及び概算費用を示してください。
また、構成の見直しによって期待される効果について、運用管理の効率化、構成の簡素化、障害対応の容易化、機器台数の削減、費用の抑制等の観点から、その考え方、メリット・デメリット等を提示してください。

（２）　機器更新
機器の更新及び400台のAPの追加を前提として、提案するネットワーク構成を実現するために必要となる機器の種類、数量及び配置について提案してください。

（３）　クラウド型統合管理及び運用管理
　　　（A）の（３）と同様とします。

（４）　機能・保守体制・費用のバランス
　　　（A）の（４）と同様とします。

（５）　セキュリティ及びサプライチェーン・リスク対策
　　　（A）の（５）と同様とします。

（６）　導入及び展開に要する期間
　　　（A）の（６）と同様とします。

（７）　導入実績
　　　（A）の（７）と同様とします。


３　現行ネットワーク環境及び更新条件
本更新の前提となる対象施設の設置規模及び機器の設置・工事に関する条件は、以下のとおりです。
（１）　対象機器
対象施設に設置するAP、ネットワークスイッチ、ルーター及び関連機器等を更新対象とします。
なお、対象施設には、市立小・中学校、幼稚園、認定こども園、市役所、教育総合センター等を含みます。

（２）　施設別設置台数
施設別の詳細なネットワーク機器の設置台数については、様式１「参加表明書・機密保持誓約書」を提出した事業者に対し、別紙２「施設別ネットワーク機器設置台数一覧」を別途提案します。

（３）　APの設置場所及び設置要件
APの設置場所については、既存機器が設置されている指定場所（各普通教室、特別教室、職員室等）への設置を基本とします。
教室内のAPについては、原則として黒板のある前方の壁面上部に設置し、各普通教室及び特別教室に１台、職員室に２台を設置することを基本とします。
なお、実際の設置位置については、施設の構造や既存配線等の状況により、異なる場合があります。

（４）　設置工事及び撤去作業
既存ネットワーク機器の取り外し、新規ネットワーク機器の搬入・取付及び設置に必要な施工については、本RFIにおける提案・概算見積の対象とします。
必要な取付器具・台座類の設置、壁面等へのネジ打ち等、新規機器の設置に必要となる施工についても、提案・概算見積に含めてください。
取り外した既存機器については、本市が指定する場所（教育総合センター等）へ運搬することを想定していますが、安全かつ適切な処分方法がある場合は、提案してください。
また、既存機器の取り外しに伴い、壁面等に穴が生じる場合は、必要に応じて補修を行うことを想定しています。補修を実施する場合の方法及び費用についても提案してください。

　（５）　機器の設定作業
本RFIにおける提案及び概算見積には、新規機器の設置作業及び設定、動作確認に必要となる作業を含めてください。


４　提案・見積にあたっての留意事項
事業者におかれましては、本市が提案する条件にとらわれることなく、学校におけるICT活用環境、将来
的な通信量の増加、運用管理の効率化、セキュリティ、費用対効果等を踏まえ、より効果的・効率的と考えられる構成や運用方法について積極的に提案してください。


５　概算費用
概算費用については、（A）現行ネットワーク構成を基本とした機器更新案及び（B）ネットワーク構成を見直
した上での機器更新案のいずれか一方、又は両方について、以下の事項を提案してください。
（１）　初期費用
機器、関連部材、設置・撤去工事、搬入・運搬、ライセンス等、導入時に必要となる費用を含めた初期費用を提案してください。（ライセンス、ソフトウェアについては、全て正式版であり、β版等でなないこと。）
なお、費用項目については本市があらかじめ区分を定めるものではなく、事業者が適切と考える区分により、費用の内訳が分かる形で提案してください。

（２）　ランニング費用
導入後に継続的に発生するランニング費用について、年間の費用を提案してください。

（３）　利用期間別の総費用
導入後７年以上の利用を想定し、１年目から５年目までは５年リースを基本とし、１年目から５年目までの総費用、６年目以降の毎年度費用について提案してください。
総費用及び各年度の費用は、初期費用及び各期間に発生するランニング費用を含めて算出してください。


６　提出資料
本RFIへの回答にあたっては、以下の資料を提出してください。
（１）　様式1　参加表明書・機密保持誓約書
（２）　様式２　質問書（質問がない場合は提出不要）
（３）　様式３　導入実績調査書
（４）　様式４　概算価格見積書
（５）　提案書・システム構成図（任意様式）


７　スケジュール（予定）
本RFI及び本更新に係るスケジュールは、以下を予定しています。
なお、以下は現時点での想定であり、本RFIにおいて事業者から提案される標準的な導入期間、施工体制等を踏まえ、今後変更する可能性があります。
（１）　RFI実施スケジュール
	令和８年８月２０日（木）
	RFI公開・配布開始

	令和８年８月２８日（金）17時
	参加表明書・機密保持誓約書提出期限（様式１）

	令和８年９月　４日（金）17時
	質問書提出期限（様式２）

	令和８年９月　９日（水）
	本市からの質問への回答

	令和８年９月１６日（水）17時
	情報提供資料（様式3～4及び提案書等）提出期限



（２）　今後の想定導入スケジュール
	令和９年４月下旬～５月
	契約締結

	令和９年５月以降
	導入準備・機器調達等

	令和９年８月～令和１０年１月　
	機器入替（学校ごとに順次実施）




８　本RFIに関する留意事項
本RFIについては、以下の点に留意してください。
（1） 本RFIは、将来の発注、契約又は事業者の選定を約束するものではありません。
（2） 本RFIへの参加又は不参加が、将来実施する調達において、参加事業者に対して優位又は不利に作
用することはありません。
（3） 本RFIにおいて本市が提案する条件、数量、仕様等は、現時点における検討内容を示すものであり、
今後の調達仕様を拘束するものではありません。


９　提出資料の取扱い・秘密保持
提出された資料の取扱い及び秘密保持については、以下のとおりとします。
（1） 提出された資料は返却しません。
（2） 提出された資料は、本市における次期教育情報ネットワークの仕様検討、概算予算策定等の参考資
料として使用します。
（3） 提出された資料について、事業者の承諾なく第三者へ開示・提供することはありません。ただし、「宝
塚市情報公開条例」その他関係法令に基づき開示等が必要となる場合を除きます。
（4） 提出資料に、特許、著作権、営業秘密、ノウハウその他の情報で、取扱いに配慮が必要なものが含ま
れる場合は、その旨及び該当箇所を明示してください。


１０　費用負担
本RFIに関する資料の作成、提出、問い合わせへの対応、その他本RFIへの参加に要する一切の費用は、参加事業者の負担とします。


１１　提出方法
本RFIに係る提出先、提出方法、提出形式、問い合わせ先その他の詳細については、資料２「情報提供依頼回答書 記載要領」を確認してください。


１２　その他
本RFIの実施にあたり、本市が必要と判断した場合は、提出された情報の内容について、参加事業者に対して追加の確認、ヒアリング等を実施する場合があります。
また、提出された情報について、内容の確認等を目的として、本市から追加資料の提出又は説明を求める場合があります。



【本RFIに関するお問い合わせ先】
宝塚市教育委員会事務局 教育総合センター（担当：平井、岡﨑）
〒６６５-０８２７ 　兵庫県宝塚市小浜１丁目２番１号
TEL：０７９７-８４-０９４６ 
E-mail：m-takarazuka0114@city.takarazuka.lg.jp
2

